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〈論文内容の要旨〉
本研究は、ニュージーランドにおける教員の業務・業績管理 (Perfonnance Management) の
特質とそのメカニズムを明らかにすることを目的としている。 1980 年代後半、ニュージーランド
は教育委員会及び学校視学官の廃止、各学校への学校理事会 CBOT) の設置、第三者評価機関の
新設を基礎とする大規模な NPM (New Public Management) 教育改革を断行した。包括的な
改革ビジョンは 1989 年「明日の学校 (Tomorrow' S Schools) J によって策定されたが、これ
は、それまでの中央集権体制を学校分権体制へと転換するもので、あった。ニュージーランドの NPM
教育改革に関する先行研究は教育行財政制度に関するものが中心であったが、本研究は、この改
革が教員に対していかなる影響をもたらしたのかについて、教員の業務・業績管理に焦点をあて
て分析するところに特徴がある。研究方法として、「明日の学校」改革を挟んで、それ以前の教育
行政制度における教育委員会および学校視学官の役割機能と彼らによる教員の業務・業績管理の
実際について、主に議会議事録等の一次資料を用いた史的分析を行っている(第 1'"'-'2 章)。続い
て「明日の学校」改革を経て導入された登録制度と業務・業績管理制度 (PMS) に着目し、訪問
インタビュー調査により、それらの導入過程や各学校での実情を明らかにすることで、教員の業
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務・業績管理の今日的展開について実態分析を行っている(第 3'"'-'5 章)。このように歴史分析と
実態分析により、ニュージーランドにおける教員の業務・業績管理の構造的特質を解明している。
第 1 章においては、教育行政制度が整備される以前の各州政府の自治の実態、並びに整備計画
が策定された 1877 年教育法から、制度の確立が図られた 1914 年教育法までを分析している。そ
の結果、教員の業務・業績管理は、各教育委員会が視学官を配置し、彼らの学校訪問を通じて行
われていたことを明らかにした。そこでは教員試験および児童生徒への試験が手段として用いら
れていた。 1877 年教育法は「教育省一教育委員会一学校委員会」のシステム構築により全国的な
教育制度の整備・統一を図った。さらに 1914 年教育法で学校視学官を教育省の所属とする教育行
政制度が確立した。
第 2 章では、学校視学官と教育委員会が教員の業務・業績管理をどのように実施、展開していっ
たのか、また両者は如何なる議論を経て「明日の学校」改革を迎え、廃止に至ったのかを検討し
ている。両者に求められる役割機能は時代ごとに変容し、改廃論も断続的に提起されたが、教員
の業務・業績管理は基本的に学校訪問を通じた教員の等級づけが学校視学官によって行われ、そ
れを教育委員会が承認するといった仕組みで、あったことを指摘した。また、学校視学官廃止に関
する法案の制定に際して、彼らの処遇と代替措置についての懸念が示されたが、政府は代替案を
明示することでその廃止を断行し、各学校の BOT を中心とした自律的な学校経営を導入したこと
を明らかにしている。
第 3 章では、「明日の学校」改革によって変容した業務・業績管理の政策的背景を明らかにする
ため、先行実施された公務員制度改革の内容と特徴ならびにそれが教員人事制度に与えた影響に
ついて分析している。 1988 年国家部門法は、 NPM 理論が色濃く反映されたものであり、公務員
人事を民間のそれと同様にすべく、省庁における任期制のチーフ・エグゼクティブ (CE) の新設、
CE による教職員の業務・業績評価を導いた。翌年の国家部門修正法は、 BOT を教員の雇用者と
して位置づけ、省庁における CE と同様、 BOT に対して教員の業務・業績評価を規定した。公務
員制度改革の影響が教員人事制度へと波及し、 BOT が教員の業務・業績を評価することになった
経緯と法的根拠を明らかにした。
第 4 章では、「明日の学校」改革以降に制度化され、教員の業務・業績管理の手段のーっとして
位置づけられた登録制度について分析している。「学校視学官一教育委員会」による業務・業績管
理は、両者の廃止により大きな転換を迎え、代わって教育省から独立した専門機関による教員登
録が主流となった。登録は独立機関が定める基準に基づき、各学校で校長の判断と責任のもとに
実施され、その手段として業務・業績評価が用いられていることを明らかにした。これまで管理・
監督機関である学校視学官が行っていた教員の資質能力の確認作業は、自律的な学校経営のもと
で、校長を中心に各学校において実施されるようになったことを指摘した。
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第 5 章では、教員の業務・業績管理を包括する概念・仕組みとして位置づけられる PMS が如何
なる過程を経て導入されたのか、また各学校でどのように運用されているのか、事例をもとに分
析している。国家部門修正法は教員の業務・業績評価の実施を規定したが、各学校での実施には
至らなかった。しかし管理・監督機関からの指摘を受け、同法の規定を具体化したのが PMS であっ
た。 PMS は学校ごとに独自に構築・展開されていることが特徴として挙げられるが、 PMS の主
要な手段として業務・業績評価が位置づけられており、登録制度による人事管理だけでなく、教
員自身の職能開発も促進されていることを明らかにした。
以上の分析結果から、ニュージーランドの教員の業務・業績管理は、「明日の学校」改革を経て、
「学校視学官一教育委員会」という管理・監督機関を主体とした仕組みから、各学校での PMS を
基盤とした自律的な仕組みへと転換したことを解明した。この改革は、「明日の学校」改革前後で
学校視学官から校長へと評価主体が移動するが、評価を軸とする展開に大きな変化がない点に特
徴がある。また、 PMS の内容は目標管理をその手法とし、総括的評価と形成的評価を組み合わせ
ることで人事管理と職能開発をともに促す仕組みであることを明らかにした。
〈論文審査の結果の要旨〉
1980 年代半ば、イギリス、ニュージーランドなどアングロサクソン系諸国の行政実務から生み
出された、いわゆるニュー・パブリック・マネジメント (NPM) は、公的セクターに民間企業の
経営理念やスキルを取り入れることにより、行政の効率化・活性化を図ろうとする公共経営の理
論であるが、この手法は公教育管理においても導入され、市場メカニズ、ムの活用、業績や成果の
重視といった競争的学校文化を醸成するようになった。これまでのニュージーランドにおける NPM
教育改革の研究は、教育委員会制度の廃止とその代替としての学校理事会の設置といった教育行
政制度の改革に限定されていた。こうした公立学校における民営化政策の浸透は、我が国の教育
委員会制度の存廃論議にも少なからぬ影響を与えている。
本論文の視点は、NPM 教育改革が教員の業務・業績管理に与えた影響を政策レベルと教育現場
の実践レベルから解明することである。そのため、ニュージーランドの 1980 年代に至る教育行政
制度の変遷と改革論議の整理、続いて政府の調査報告書「明日の学校」の改革構想の分析、議会
での法案審議過程と議会議事録の分析、教員評価の実施過程の一次資料による分析、さらに学校
への訪問調査と教員へのインタピ、ュー、といった教員の業務・業績管理に関する政策立案から実
施過程までを丹念に分析して改革の内容を論証している。その結果、第一に教員の業務・業績管
理のシステムが、「明日の学校」改革を経て、中央当局においては教育省の企画立案機能と教員評
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価の実施機能が分離され、新たに専門機関として教育機関評価局が設置されたこと、第二に地方
当局においては、学校視学官一教育委員会という管理・監督機関による評価体制から、各学校理
事会を基盤とする自律的な評価へと転換したこと、第三に評価の実施主体が校長へと移り、教員
評価の意味内容も変化したこと、すなわち学校視学官の教員評価の目的が主に評価結果による教
員の等級付けであり、人事管理の側面が強調されていたのに対し、校長による教員評価はそれに
加えて各学校及び各教員の課題に応じた教員の職能開発を目的とする内容へと変化したと結論づ
けたこと、これらはニュージーランドの NPM 教育改革研究の新たな成果として評価できる。
一方、次の課題も残る。第一にニュージーランドのそれに比して日本国内の教員管理に関する
先行研究のレビューが不十分であること、第二に NPM の理解が、その導入当初の動向に依拠し
ており、参加型 NPM、協働型 NPM といった新たな動向に対する更なる論究が求められること、
第三に議会議事録の分析において政党間の政治力学的な政策論議の視点、をさらに盛り込むこと、
などの課題が指摘できる。このような課題が残されているが、ニュージーランドにおける NPM 型
教育行政制度改革により、教員の業務・業績管理のシステムが、中央の専門機関である教育機関
評価局において共通評価基準が設定され、それと共に各学校において自律的な人事管理と職能開
発を意図した多様な評価の執行形態が認められることを解明した本論文は、比較教育学研究に新
たな知見を加えたものとして高く評価できる。
よって本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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